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第２回会合の議事概要 

 

１．開催要領 

（日時）2026年７月 24日（金）14時 00 分～15時 45分 

（形式）Ｗｅｂ会議形式 

 

２．プレゼンテーション 

⚫ 事務局から、「前回会合の一部振返り（Pontes & Appia / Project Agorá）」、「DLT

連携サンドボックスアーキテクチャー」についてプレゼンテーション1を行った。 

⚫ ソラミツ株式会社より、「海外における CBDC 実証事業の進捗状況」、「次世代ブロ

ックチェーン基盤開発」についてプレゼンテーション2が行われた。概要は以下の

通り。 

 

 カンボジアにおける決済システム「バコン」の正式稼働により、決済の二層構

造を維持したオンチェーン化を実現し、金融包摂の改善や７カ国とのクロス

ボーダー送金の効率化に成功。2025 年の年間決済金額は 35.7 兆円で GDP の

5.2 倍に匹敵。他のアジア・太平洋島嶼国においても CBDC や個人向け国債の

システム導入を推進。一例としてパプアニューギニアやソロモン諸島では、

金融包摂や現金ハンドリングコストの削減、セキュリティの向上等の解決を

目指した CBDC の実証実験を展開中。 

 現状のブロックチェーンには、パブリックチェーンのオープン性とプライベ

ートチェーンの機密性とのトレードオフ関係が存在。これを解消すべく、透

明性とプライバシー保護を両立する次世代ブロックチェーン基盤

「Hyperledger Iroha 3.0」を開発し、太平洋島嶼国の共通決済プラットフォ

ームやパキスタンにて実証実験を展開中。  

 

1 プレゼンテーション資料は以下参照。 

https://www.boj.or.jp/paym/digital/d_forum/dg2/dfodg260904b.pdf 

2 プレゼンテーション資料は以下参照。 

https://www.boj.or.jp/paym/digital/d_forum/dg2/dfodg260904a.pdf 

https://www.boj.or.jp/paym/digital/d_forum/dg2/dfodg260904b.pdf
https://www.boj.or.jp/paym/digital/d_forum/dg2/dfodg260904a.pdf


 「Hyperledger Iroha 3.0」では、単一の論理台帳を構築し、パブリックとプ

ライベートのデータスペースを統合する仕組みを採用。単一の論理台帳の整

合性を維持したまま、人口の多い国でも対応可能な並列処理による高い処理

性能とゼロ知識証明を活用したプライベートデータベース内の取引履歴の秘

匿を両立させたオンチェーン化を実現。 

⚫ ソラミツ株式会社のプレゼンテーションを受けて、質疑応答が行われた。概要は

以下の通り。 

 

（参加者） 

 次世代ブロックチェーンでは、処理速度向上のため、単一論理台帳と各デー

タスペースが双方向で繋がる構造となっている。24時間/365 日の可用性を実

現するうえで、同台帳が単一障害点となるなど、課題と考えられる点はない

か。 

（プレゼンター） 

 Hyperledger Iroha の単一論理台帳は、その設計が TCP/IP3の考え方に似てお

り、共通プロトコルを使用することによって、データベース間の統合を効率

的に行えるようにするというものである。また、ゼロ知識証明を活用し、取引

主体がプライベートなデータの送受信無しに共通プロトコルに則った処理を

行えるという事実だけを証明できる仕組みを導入している。 

（参加者） 

 山岳地帯等オフライン環境において、CBDC の利用は、技術的にどのように実

現しているのか。 

（プレゼンター） 

 各口座にオフライン残高を設け、事前にチャージをしておくことにより、オ

フライン環境下でも端末間の取引を可能にしている。また NFC4が使えない場

合には、デバイスが二次元コードの署名を作成し、別のデバイスがその二次

元コードを読み取ることで取引を可能にする仕組みを整えている。  

 

3 TCP/IP とは、インターネット上でデータをやり取りするための、世界共通の標準通信プロト

コル。 

4 NFC（Near Field Communication）とは、対応する機器同士を 10cm 程度の近距離に近づける

だけで、データ通信や読み取りができる近距離無線通信技術。 



 データ形式的にはデジタルな銀行券、すなわち UTXO モデル5に近い仕組みが

採用されている。 

3．ディスカッション 

⚫ BOEの”DLT Innovation Challenge”等を題材に、トークン化中銀マネーを取り

巻く技術課題（ガバナンス・相互運用性等）に関するディスカッションを実施し

た。概要は以下の通り。 

 

（参加者） 

 ブロックチェーンに係る最近の技術動向を紹介すると、Canton Network や

Stripeの Tempo、Polygon Labsによる取り組みなどユースケースに応じた特

化型のブロックチェーンが増加。この間、スマートコントラクトの実行環境

は、ステーブルコイン等では約３分の２が EVM（Ethereum Virtual Machine）

互換に収束しており業界における多数派を維持している。 

 ブロックチェーン毎の処理速度は、技術の進展に伴い、以前ほど差別化要素

ではなくなってきている。 

 スケーラビリティ・セキュリティ・分散性のトリレンマは依然として課題と

して存在しており、１つを優先させると残りの２つを両立させることが困難

である。今後もトリレンマの存在を前提としつつ、ユースケースに合わせて

技術が選定される見通し。 

（参加者） 

 米国を中心に有価証券のトークン化がユースケースとして出てきているため、

どのようなシステムが有用か検証を進めている。現状、T+1 や T+2で決済処理

しているが、リアルタイムに徐々に近づいていく中で、ファイナリティの確

保やその技術的解決が今後の課題になるだろう。 

 ホールセール決済では、国債や株式といった証券がトークン化される場合、

対価となるマネーのトークン化やオンチェーンでの DvP決済の仕組みは必須。

このため、異なるチェーン間でも処理を可能とするインターオペラビリティ

を実装していくことが必要。 

  

 

5 UTXO（Unspent Transaction Output：未使用トランザクション出力）モデルとは、ビットコ

イン等のブロックチェーンで使われる残高管理の仕組み。一般的な銀行口座のように「総額の残

高」を記録するのではなく、財布の中にある「お札の束（コインの断片）」単位で管理する。 



（参加者） 

 既存の決済システムとの連携では、エラー発生時における処理の巻き戻し等

ブロックチェーン技術の特性とは相容れない処理が発生しがちである。海外

の実証実験では、中銀のシステムとの接続において、サスペンスアカウント

（仮勘定）を設けて、取引の整合性等の確認が終了した後に処理を実施して

いる。 

（参加者） 

 トークン化中銀マネーやステーブルコイン等民間のトークン化マネーは、競

合するものではなく、それぞれ明確な役割分担がなされており、補完関係に

あると考えている。 

 DLT連携サンドボックスに関して、トークン化中銀マネーの発行・移転・償還

だけでなく、民間のトークン化マネー等とのインターオペラビリティの検討

に取り組むべきではないか。 

 Project Agorá における統一台帳の採用は有効ではあるが、API連携やアトミ

ック性、監査可能性等を含めたインターオペラビリティの検討も重要である。 

（事務局） 

 DLT連携サンドボックスに関して、様々なユースケースを視野に検討のスコー

プを広げつつ、チェーン間の接続方法や発生しうる技術的課題について、検

討を進めていくことを考えている。 

 

以  上 


